
事 務 連 絡

令和２年６月２９日

（一社）日本補償コンサルタント協会

東 北 支 部 長 殿

東北地区用地対策連絡会

事 務 局 長

（ 公 印 省 略 ）

収用等に伴い配偶者居住権に関する補償金等を取得した場合の租税特別措置法上の

特例について（参考送付）

標記について、中央用地対策連絡協議会事務局から別添のとおり送付があったので、

参考送付します。

（お問い合わせ先）

東北地区用地対策連絡会事務局

国土交通省 東北地方整備局 用地部 用地企画課 調整係

住所：仙台市青葉区本町３－３－１仙台合同庁舎Ｂ棟

担当：小林

電話：022-225-2171（代表）（内線4776）

FAX：022-213-7472

E-mail：thr-82youtairen@mlit.go.jp



 
 

 
事 務 連 絡 
令和２年６月１７日 

 
各地区用地対策連絡（協議）会 事務局各位 

 
中央用地対策連絡協議会事務局 

国土交通省土地・建設産業局 

総務課公共用地室用地調整官 
 
 

収用等に伴い配偶者居住権に関する補償金等を取得した場合の租税特別措

置法上の特例について 
 
 

標記について、国土交通省土地・建設産業局総務課長から各地方整備局用地部長、北海

道開発局開発監理部長及び沖縄総合事務局開発建設部長あて発出されたので、参考に送付

します。 



 

国 土 用 第 ８ 号 
                              令和２年６月１５日 

 
 各 地 方 整 備 局 用 地 部 長 殿 
 北 海 道 開 発 局 開 発 監 理 部 長 殿 
 内閣府沖縄総合事務局開発建設部長 殿 
 
                         国土交通省 
                                          土地・建設産業局 総務課長 
                          （ 公 印 省 略 ） 
 
 

収用等に伴い配偶者居住権に関する補償金等を取得した場合の 
租税特別措置法上の特例について（通知） 

 
 
 令和２年度税制改正において、収用等に伴い配偶者居住権又は当該配偶者居住権の目的となっ

ている建物の敷地の用に供される土地等を当該配偶者居住権に基づき使用する権利（以下「敷地

利用権」という。）（以下これらを「配偶者居住権等」という。）が消滅（価値の減少を含む。）をし

た場合に配偶者居住権を有する者が取得する補償金は、譲渡所得として課税され、租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の「収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例」

等の適用対象とすることが規定されたところである。 
 適用可能な特例は下記のとおりであるので、関係各職員に周知するよう取り図られたい。 
 なお、本通知の内容については、国税庁とも協議済みであるので、念のため申し添える。 
 

記 
 
１．収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例（租税特別措置法第３３条） 

① 適用可能な代替資産取得のケース 
主に以下の場合において、配偶者居住権を有する者が配偶者居住権等の消滅（価値の減少

を含む。）に関する補償金をもって代替資産を取得するときは、当該課税の特例の適用が可能

である。 
イ 収用等した資産が配偶者居住権の目的となっている建物の場合において、当該配偶者居

住権等が消滅したとき 
（租税特別措置法第３３条第１項第５号、第３３条第３項第４号） 

ロ 収用等した資産が土地等の場合において、その土地の上にある配偶者居住権の目的とな

っている建物が取り壊し又は除去しなければならなくなったことに伴い、当該配偶者居住

権等が消滅したとき 
（租税特別措置法第３３条第３項第２号） 



 

ハ 収用等した資産が配偶者居住権の目的となっている建物の敷地の用に供される土地等の

場合において、敷地利用権の価値が減少したとき 
（租税特別措置法第３３条第３項第４号） 

② 適用可能な代替資産（租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第２２条第４項） 
イ 配偶者居住権の代替資産については、当該配偶者居住権を有していた者の居住の用に供

する建物又は当該建物の賃借権 

ロ 敷地利用権の代替資産については、当該配偶者居住権を有していた者の居住の用に供す

る建物の敷地の用に供される土地等 

※ 租税特別措置法施行令第２２条第５項の規定については、対象外であるので留意する

こと。 

 
２．交換処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例（租税特別措置法第３３条の２） 

上記１．①の場合において、配偶者居住権を有する者が配偶者居住権等に代わるべき資産と

して上記１．②の代替資産を取得するときは、当該課税の特例の適用が可能である。 
 
３．収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除（租税特別措置法第３３条の４） 

上記１．①の場合において、配偶者居住権を有する者が配偶者居住権等の消滅（価値の減少

を含む。）に関する補償金を取得したときは、上記１．の特例との選択により、当該課税の特例

の適用が可能である。 
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